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 予算審議が大詰めを迎えています。 

 私は先日、総理大臣ほか全閣僚が出席する予

算委員会の場で、民主党を代表して質疑締めく

くりの討論を行いました。 

 討論の内容は、国民の８割近くが反対する、

バラマキ政策の「定額給付金」を「緊急経済対

策」と切り分けて議論すべきというものです。 

 ２兆円の「埋蔵金」をどうせ使うなら、もっ

と有効な使途があるのではないか、そうした思

いを政府に向けて強く主張しました。 

 

牧山ひろえ 
参議院議員 予算委員・財政

金融委員・ＯＤＡ特別委員 

米国弁護士、ＴＢＳディレ

クター、国際基督教大卒 

 

牧山ひろえの討論ダイジェスト 
・「生活支援」か「景気刺激」なのか支援目的が不明確。所得制限もなく消費にどれほど反映さ

れるか明確な答えがない。 

・ＤＶ被害で現住所を知られたくない人、ホームレスになってしまった人、別居中の家族が世

帯主に給付金とられてしまうことへの配慮など、対象者全員に行き渡らない可能性がある。 

・総額２兆３９５億円のうち、事務経費に８２５億円もの巨額な予算が計上されている上に、

年度末の多忙な時期に自治体に過重な負担を強いることも問題。 

・連合と経団連が共同宣言した「雇用の安定と創出」などの雇用対策に一層の支援が必要。 
 

 

２ 兆円を、年金、医療、教育、福祉などに活用すべき!! 

予算委員会 民主党を代表して討論 

国会ツアー 
 恒例の国会見学会を開催します。 

３月２６日（木） 

１２：００～１４：００ 

国会事務所 会費 無料 
ただし昼食代は自己負担 

The Democratic Party of Japan 

 
民主党神奈川県参議院 

選挙区第４総支部代表 

２００９年２月＜号外＞プレス民主編集部 

東京都千代田区永田町 1-11-1電話 03-3595-9988（代表） 

        牧山 ひろえ 

 

２００９年度 

党員・サポーター 
総選挙決戦に向けて 

ぜひともご参加下さい 

サポーター年会費 ２,０００円 

ご案内 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア 
議員会館（永田町）、横浜事務所（関内）での事務作業、神奈川県内各地で開催する

演説会において、国政報告を記した「プレス民主・牧山版」を配る活動。同じく「プ

レス民主・牧山版」をお知り合いに配布する活動などもお願いしています。 

掲示板設置場所・インターン 
牧山ひろえのポスター掲示場所を提供して下さる方を募集して 

おります。また、政治や政治家の活動に関心がある学生・若者の 

インターンも募集しております。 

個人献金等 
牧山事務所では、牧山ひろえの活動を支えて戴くための献金を随時募っております。 

事務所維持費などの経費に充当させて戴きます。切手、事務用品等でも歓迎します。 
振込先）横浜銀行元町支店 普通口座 1636901口座名義 マキヤマヒロエコウエンカイ 
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 友人・知人をご紹介下さい 
まさに「政権交代」をかけての政

治決戦が迫っています。 

牧山事務所では、立候補予定の民

主党候補者に対しての支援を各方面

で続けています。大変恐縮ですが、

皆様方の友人・知人をご紹介下さい

ますようお願い申し上げます。 

友人・知人の方 

あなた様の氏名 

 

 

 

 

男・女 

氏名 

 

 

男・女 

氏名 

 

 

男・女 

住所 〒 

 

 

 

電話            

メール 

住所 〒 

 

 

電話           メール 

 住所 〒 

 

 

電話           メール 

 

 

 

ご関係 

ＦＡＸの送信先 

０３－５５１２－２２１７ 
（お問い合わせ）  ＴＥＬ ０３－３５０８－８２１７ 

□ボランティア □掲示板・ｲﾝﾀｰﾝ □党員・サポーター □献金等 □知人の紹介 □国会見学 □レ を記入 

 私は今国会予算委員会、財政金融委員会、

ＯＤＡ特別委員会に所属しています。 

まずは税の専門家「藤井先生に相談しよう」

と思い、先生のお時間をいただきました。 

さて昨年末、民主党税制調査会が『納税者

の立場で「公平・透明・納得」の改革プロセ

スを築く』を公表しました。 

この報告書では、法的な責任を負わない与

党税制調査会が国の税制に影響力を与え、政

府の税制議論と併存する“権力の二重構造”

状態となっていることを言及し、この構造を

元大蔵大臣 民主党税制調査会長の藤井裕久先生と会談 

抜本的に改革しなければ“納税者が主体の税制”にはならない、と指摘しています。 

所得税に関しては、多くの先進国で導入済みの納税者番号制度を参考に所得把握の仕組みを作

ること、低所得者に対する生活支援として給付付き税額控除を設けることなどを提案しています。 

法人税では「租税特別措置透明化法案（透明化法案）」において、不透明な補助金の使途を正し、

特定の個人・団体に利益が偏らないよう租特の整理・合理化を行っていくことを提案しています。 

報告書では、自動車取得税は消費税との二重課税であるから廃止すべきであるなど、民主党政

権では納税者の立場で税制を根本から作り直し、国民の負託に応える、と締めくくっています。 

藤井先生の事務所にて 


